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近代初頭の堺における軒庇の伐縮
岡本訓明
1. はじめに
堺においては，本来は「町家は一憫に軒下深く殊に大道筋の如きは雨中の際でも傘なしで通行
が出来た」ほどであった。しかし，近代初頭の段階には軒下が「私有地同様に用」いられていた
ため，「（明治）七年一月布達を出して軒下の私有を禁じ（括弧内筆者記入）」て，「軒下の伐縮を
行ふこと」になり，「市中全般に亙って断行」した(!)。
すなわち，本来は道路敷地の一部である軒下は近世段階には歩行用通路として機能していた。
しかし次第に軒下は私物化され，近代初頭に堺県は，軒下を道路敷地として確保するために軒庇
の伐縮(2)を命じ，町並みの整備を行ったのであった。
堺に限らず，近世には個々の家屋から道路敷地上ヘ一定の幅の軒の突出が認められていた都市
が多く存在した叫しかし，実際には規定の幅を超えて突出したり，軒下に物を放置したり，
個々の家屋がそれぞれの軒下の両側に壁（袖壁）を作ったり，軒下を家屋の一部に取り込むこと
が慣習的に行われた。こうした行為は度々規制されてきたにもかかわらず，結果的には軒下の歩
行用通路としての機能が失われ，道路が狭陰化する問題が起こっていた。
つまり，伊藤(4)が指摘しているように，原則的に公有地でありながら．私物化される可能性を
内在させた軒下の占有という行為は近世には厳しく規制され，軒下空間を生活空間の一部として
取り込もうとする住民，それを道路の一部の不法占拠として規制を加える支配層との間で軒下の
意味付けをめぐるせめぎあいがあったのである。
堺以外の都市においても，東京，京都，大阪において，近代初頭に上記のような問題を解決す
ることも含めて，道路敷地の回復，拡幅を意図した布達が出された。しかし，東京や京都では布
達の内容の曖昧さなどもあったために失敗に終わり (5)' 東京の場合， 1876年に東京府が地租改
正の過程の中において，軒下を民有地に転換して処分する方針を提起したことなどによって(6)'
結果的には軒下の分，道幅が狭陸なものになった。そして大阪では私有地同様に取り込まれた軒
下を道路敷地として返還させる原則を近代初頭に確立し，町割り当初の道幅に回復させる「軒切
り」を約 70年かけて行った(7)0 
つまり堺の場合も，軒下の占有を道路敷地の不法占拠とみなし，軒庇の伐縮を行い，道幅を確
保して町並みの整備を目指したといえる。軒庇の伐縮と同時期には，地租改正によって道路敷地，
と私有地の境界が明示され，それによって都市空間の法的な再編も行われた。さらに違式註違条
例(8)の第九条では，道路上への家屋等の建築行為が禁止されており，これは道幅の確保のほか，
防災，衛生なども含めた都市の近代化も意図されていたといえる。また，堺県は衛生や交通の円
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滑化を目的として道路掃除規則 (1872(明治5)年） (9)' 道路取締規則 (1878(明治 11)年） (10)な
どの布達を出している。その他，人力車などの車両交通が急増した時期でもあり (ul, 堺博覧会
が 1876(明治9)年および1877(明治 10)年に開催されており (12), 都市空間の再整備も必要で
あったと考えられる。つまり時期的にみると，軒庇の伐縮は法的・実質的な都市空間の再編・近
代化の一環として行われたと位置付けることができるが，それを明文化した布達などは管見する
限り存在しない。
ただし，それ以前の問題点として，堺における家屋から道路敷地上への軒庇の突出について
は，玉置が「堺の道幅は元来狭いものであったが，それでも三尺ずつ出してよかった」 (13)として
いるだけで，道路と家屋がどのような位置関係にあり，軒庇がどのように突出していたのかな
ど，その実態は明らかにされていない。そして軒庇の伐縮についても，実際に家屋のどの部分を
切り取り，また本来の道幅を確保し得たのかについても不明であるし，さらにその展開過程など
について言及した研究もみられない。
そこで本稿ではまず，先行研究では言及されてこなかった堺における道路と家屋の位置関係の
原則と軒庇の突出による街路の狭陸化と軒庇の伐縮の実態を明らかにする。そして近代初頭の堺
における軒庇の伐縮がどの路線において行われ，それが町割りの原則とどのように関わっている
のか考察する。さらには個々の町における軒庇の伐縮の工事への対応を明らかにし，軒庇の伐縮
と町との関わりについて明らかにする。
2. 道路と家屋の位置関係
(1)堺における町割りの原則
まず近世堺の基本的な町割りついて概観するが，既に『堺市史』 (!4)' 『元禄二己巳歳 堺大絵
図』（以下『堺大絵図』とする）を用いた研究(!5)などで明らかにされているので，それらの成果
に依拠することにする（図 1)。
大坂夏の陣の余波により放火された堺市街は，大坂夏の陣終結後，徳川幕府によって， 1615
（元和元）年から新たに町割りが行われた。
市街周辺に環濠（土居川，内川）をめぐらし，南北 60 間，東西 16~23 間の長方形街区を配置
した町割りが施された。道幅は南北道路では紀州街道にあたる大道の 4間半を中心にその左右
（東西）に 2間（東六間筋，西六間筋など）と 3間（山口筋，中浜筋など）の道路が交互に配置
され，東西道路では大小路が5間で，それ以外の道路は 3間が基本であり，堺は大道と大小路を
軸に発展してきたとされる。
そして基本的には大道，中浜筋，山口筋などの 3間幅以上の南北道路に面して両側町を形成し
ていた。そのため， 3間幅以上の南北道路が「表筋」と称され，町の境界線となる 3間幅未満の
南北道路は「裏筋」と称されていた。このことから， 3間幅が主要道路の基準であった可能性が
ある。しかし，南北道路に直交する東西道路は 3間幅ではあるが町の境界線となる場合が多かっ
た(16)。
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また，元和の町割り当初においては，
街区を二分し「裏筋」に奥行の短い家屋
が間口を開く町割りプランがあったが，
元禄期には崩れ，大部分の屋敷地が東西
に貰通し，大道などの「表筋」に間口を
開くようになったとされている。そして
町割り当初は町の四隅に東西道路に面し
た北あるいは南向きの均等な屋敷割がプ
ランとしてあったとされ，『堺大絵図』
の段階においても，大道に面する町々に
おいては，その残存度が高いことが明ら
かにされている (17)。
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しかし，全体的な傾向としては元禄の
段階においては，東西道路に間口を開く
屋敷は少なく，主要道路としての性格が
与えられていなかったとされてお
り(18), 少なくとも元和の町割りから 80
年ほど経過した元禄期には，現実の都市
構造として，「表筋」が都市軸であった
といえる。
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堺における町割り，道幅，間口の方向の基本パ
ターン（上：近世，下：近代）
そして，町数については 1695(元禄8)年の『堺手鑑』 (19)によると，「今有町数
竪町三百九拾町(20)横町六拾四町」とあるほか，「先規町数百七拾九町」ともあるわけだ
が，後者が自治組織としての町数であり，これらの町々は南北四辻制や南北二組制という行政区
分に基づいて町組を組織していた。
また，『堺手鑑』に「大道筋長南橋ヨリ北橋迄戴拾四丁舟七間」，「同横町長大略
東西六町四拾壱間 大小路ニテ 東西七町拾九間五尺柳町錦町横手ニテ
三十八間半」とあることから，南北道路に面した町が「竪町」で圧倒的多数を占めているのに対
して，東西道路に面する町は「横町」で全体の 15%程度にしかすぎなかった。
つまり都市構造の主軸，副軸の原則としては， 3間幅以上の南北道路に面して「竪町」が形成
され，家屋の間口が続く道路として主軸になり，それに対し東西道路には「横町」が形成される
その割合の低さからみても，実際には家屋の側壁が続く道路となり，副軸になるといえる。
合四百四拾
四町
南宗寺
門前ニテ 東西四丁
が，
(2)道路敷地の規定方法
元禄年間の堺奉行佐久間信就による寺院改め(2l)において，寺院に寄進される祠堂屋敷や掛屋
敷の増加とそれによる寺院勢力の拡大を抑制するために，寺院の支配下にあった祠堂屋敷や掛屋
敷を町屋敷に編入し，寺地と町屋敷の固定化を行い，その境界を公式に確定することが行われ
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た。
さらにそれに平行して，寺地や町屋敷に含まれない堀，溝，道筋などを「公儀地」にすること
も行われ， 1691(元禄4)年の触れでは，「公儀空地井往還，又者堀溝等江家塀囲仕出申間敷事」
とされ，また「惣じて横だれの下二而も，のき口のかべより外ハ皆御公儀地也」ともされてお
り，軒下への建築行為が禁じられていたことがいえる。また， 1695(元禄8)年の『堺手鑑』で
は「町筋入並道幅」の項目において，道幅は「立家ノ表柱ヨリ向側立家表柱迄」 (22)とされている
ことから，「立家ノ表柱」の外側は道路敷地として道幅の内に含まれていたことがわかる。
つまり「のき口のかべより外」の「横だれの下」は「立家ノ表柱」の外側になり，「公儀地」
として道幅の内に含まれていることから，軒下を家屋などで侵犯することが禁じられていたこと
がいえる。
(3)軒庇の突出と伐縮
次に軒庇の伐縮を命じた布達の内容から，軒庇の突出と伐縮の具体的な様相を明らかにする。
まず，堺県が大道沿いの軒下の私有を禁じる布達を出す 2年前の 1872(明治5)年の「板庇取
払ノ件」において，「軒先へ板庇ヲ差出し有之分」が「庇之外往来之妨」になるため，「不残至急
二取払可被申様被仰出候」とされ，軒先に差し出されている板庇を至急に取払うことが命じられ
た(23)。
そして 1874(明治7)年には大道沿いの軒庇
の伐縮が行われることになった。つまり，大道
は「軒下深く雨中たりとも通行の弁を得」てい
たものが，「自儘に軒下を私有同様取込」み
「美況を失」い「見苦敷不都合」という状況で
あったために，「大道筋軒下取込候分元々の如
く通行相成候様」に「取払」うことになっ
た(24)。
さらに， 1876(明治9)年4月には「堺大道
筋一円軒庇伐縮及道路修繕之儀相達置候処此頃
落成」し，「字山ノロ通南北一円」と「字目口
筋大道ヨリ以東一円」に対して軒庇の伐縮が命
じられた。軒庇の伐縮に際しては，「雨除溝ノ
儀ハ軒庇伐縮済之上追々着手可致事」と「軒庇
伐縮候二付テハ軒柱取除候儀ハ勿論都テ通行ノ
妨二不相成様可致事」になっていた(25)0 
つまり，「板庇取払ノ件」が 1874年以降に行
われた軒庇の伐縮の法的根拠であれば，図 2の
ような模式図が想定(26)できる。すなわち，前
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図2 堺における軒庇の突出による街路狭陰化と
軒庇の伐縮（上：伐縮前，下：伐縮後）
注）家屋，道路，溝の位置関係を示したもので，
実際の寸法は考慮していない。
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述した近世における触れ，道幅の規定なども考慮すると，軒庇伐縮以前は敷地境界線にあたる家
屋の壁面から道路敷地上に庇（瓦葺）が突出し，さらにその外側に板庇が突出し，板庇の先端の
真下に雨水などを受ける溝が設置されていたことになる。さらに軒庇の伐縮の際に「軒庇伐縮候
ニ付テハ軒柱取除候儀ハ勿論」とされているので，板庇を支える柱が存在したことになる。
また，本来の道幅は敷地境界線にあたる家屋の壁面から道路を挟んで反対側のそれまでである
ので，敷地境界線から板庇の先端までの軒下部分は道路敷地として通行に供される部分であっ
た。しかし軒下の私物化が慣習化することによって，実際の道幅が溝から溝の間となり，本来の
道幅と実際の道幅とのずれが生じることになったのである。
そして軒庇の伐縮は板庇と板庇を支える「軒柱」を取り除いたことになる。さらに，それによ
って雨水などが落ちる場所が後退するため，それを受ける溝を付け替える必要もあったが，手順
としては「雨除溝」は「軒庇伐縮済之上追々着手」することになっていた。しかし庇（瓦葺）は
道路敷地上を覆ったままで，軒下は私物化される可能性はある。
また，後述する「和泉国大鳥郡第一大区四小区関係文書」に大道と大小路沿いの軒下の出店の
取り払いについての資料が含まれている。ただし，差出人，日付などの記載がないため，資料の
詳細は不明である。まず，大道に関しては「軒下往来南北共通行可致様可仕候」として，出店を
「至急二取払可申候」としているが，「格子之義ハ家割有之候間一尺五寸迄ハ従来之通リ其所出張
候分ハ残候」として 1尺5寸までの格子の張り出しは容認している。
また大小路は「大小路之義ハ往還従来之通被成下，格子出張之分ハ取払不申」としつつ，「此
後普請等出来候者ハ勿論軒下二不出張様」ともしており，今後の普請の際には軒下の占有を禁じ
ているが，従来からの格子の張り出しは容認されていた。
以上のように，軒下の私物化を規制し，軒庇の伐縮を行うことによって，ある程度の道幅は確
保されたものの，本来の道幅を確保するという点では不十分であったといえる。
3. 軒庇の伐縮の展開と町割りとの関係
(1)軒庇伐縮の命令場所
1876 (明治9)年4月には大道における軒庇の伐縮は完了し，「字山ノロ通南北一円」と「字
目口筋大道ヨリ以東一円」の軒庇の伐縮を 4月4日から行うことが命じられた。軒庇の伐縮に際
しては，先に行われた大道筋での軒庇の伐縮では日数の指定はなかったが，「各町一時着手候テ
ハ混雑不少」ことや，「大工手伝等過分之賃銭等相貪リ候様ノ弊害」が生じるなどの問題が起こ
らないように，「各町々」で「申合」せ「日数五十日間」で完了することが命じられた(27)。
その後，表 1, 図3のように 1877(明治 10)年にかけて軒庇の伐縮が行われることになり，
布達が出された日から指定された日数以内で工事を完了させることになっていたものが多かっ
た。指定されている日数は 30日， 50日， 60日と様々で，また日数の指定がされていない路線も
あるが，堺県としては 1~2 ヶ月程度を目途に完了させる意図があったと考えられる。
さらに， 1877年3月 13日に出された布達に「六十日間二雨溝付替共落成可致事」 (28)とあり，
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表 1 近代初頭の堺における軒庇伐縮の命令場所
No. 布達 軒庇伐縮命令場所 方向 開始指定 工事完了年．月．日 月．日 指定日数
1 1874. 1. 28 大道筋の軒下の使用を禁止 南北
1876. 4. 1 大道筋の軒庇伐縮落成
2 
1876. 4. 1 
山口筋 南北 4. 4 50 
3 目口筋（大道以東） 東西 4. 4 50 
4 1876. 4. 14 花田口～大道 東西 4. 14 50 
5 市之町，甲斐町間（大道～栄橋） 東西 6. 24 30 
6 栄橋～旭橋 東西 6. 24 30 
7 
1876.6.24 
宿院町，大町間（大道～住吉橋） 東西 6. 24 30 
8 住吉橋～菱橋 東西 6. 24 30 ， 大浜筋 南北 6. 24 30 
10 吾妻橋～勇橋 南北 6. 24 30 
11 1876. 7. 17 大小路 東西
12 1876.8.24 中浜筋 南北 9. 5 30 
13 南旅籠町，新在家町間（東西一円） 東西
14 少林寺町，新在家町間（大道以西） 東西
15 少林寺町，寺地町間（東西一円） 東西
16 寺地町，中之町間（大道以西） 東西
17 中之町，宿院町間（大道以西） 東西
18 宿院町，大町間（宿院～旧寺町） 東西
19 
1876. 9. 12 大町，甲斐町間（東西一円） 東西
20 熊野町，戎之町間（東西一円） 東西
21 櫛屋町，戎之町間（大道以西） 東西
22 宿屋町，神明町間（大道以東） 東西
23 神明町，九間町間（東西一円） 東西
24 北旅籠町，北半町間（山口筋～堀川） 東西
25 南半町，南旅篭町間（大道以東および中浜筋以西） 東西 3.13 60 
26 新在家町，少林寺町間（東西一円） 東西 3.13 60 
27 櫛屋町，車之町間（東西一円） 東西 3.13 60 
28 中之町，宿院町間（大道以東） 東西 3.13 60 
29 寺地町，中之町間（大道以東） 東西 3.13 60 
30 九間町，柳之町間（東西一円） 東西 3.13 60 
31 
1877. 3. 13 
材木町，宿屋町間（東西一円） 東西 3.13 60 
32 柳之町，錦之町間（東西一円） 東西 3.13 60 
33 綾之町，錦之町間（東西一円） 東西 3.13 60 
34 櫻之町，綾之町間（東西一円） 東西 3.13 60 
35 櫻之町，北旅篭町間（東西一円） 東西 3.13 60 
36 旧五貫屋町（南北一円） 南北 3.13 60 
37 龍神橋～湊橋 東西 3.13 60 
38 宿院町，大町間（大道～山口筋） 東西 3.13 60 
39 1877. 5. 31 車之町，材木町間（東西一円） 東西
注 1)開始日，工事完了指定日数のーは指定が無いか不明であるもの。
注2)No. 26の「新在家町，少林寺町の間東西一円」は No.14の「少林寺町，新在家町の間大道以西」
と重なる部分があるため， No.26は「新在家町，少林寺町の間大道以東」の誤りではないかと考
えられる。
堺市史絹纂室編『堺県法令類緊 10 行政6』堺市史編纂室， 1902,堺市史編纂室絹『堺法令類衆39
交通2』，堺市史編纂室， 1902,堺市編纂係編『堺大観 ー』，堺市編纂係， 1903より作成。
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7 
O-O 軒庇伐縮の命令場所
0 150 300m 
l----....J.-,__J 
図3 堺における軒庇伐縮の命令場所
（表 1より作成。図中の番号は表 1と対応する。）
指定された日数で軒庇の伐縮だけでなく，溝の付替えまでも完了させることになっていたことが
わかる。ただ，実際にこれらの日数が守られたのかが問題になるのだが，この点については第4
章で述べる。
そして軒庇の伐縮が命じられているのは計39路線で，順番としては，まず大道，山口筋，大
小路，中浜筋などの主要路線や港湾部を中心に命じていることがわかる。その後は「南旅籠町，
-23 -
新在家町ノ間，東西一円」，「少林寺町，新在家町ノ間，大道以西」などという命じ方になってい
るが，これは，①先に命じた路線を除いて残部箇所のすべてに対して命じた，②東西道路に対し
て命じた，という 2通りの解釈ができる。
例えば，「南旅籠町，新在家町ノ間，東西一円」では，①の場合では東西道路，南北道路は関
係なく，南旅籠町と新在家町でまだ命じられていないすべての箇所となる。②の場合では南旅籠
町と新在家町の間の東西道路となる。
ただし，軒庇の伐縮に限らず，堺県の布達では，堺市中の東西道路を指す場合，「宿屋町・神
明町ノ間大道二出テ」 (29)としているものや，大小路を「熊野町・市之町ノ間」 (30)としているもの
がみられるため，本稿では②の解釈を採ることにする。
つまり軒庇の伐縮が命じられた 39路線のうち，南北道路が6路線 (No.1, No. 2, No. 9, No. 
10, No事 12,No. 36)で，残りの 33路線はすべて東西道路で，ほぼ全ての東西道路が網羅されて
いることになる。このことから，東西道路に面して多くの家屋が間口を開き，軒を連ねていたこ
とが考えられるが，次にこれを堺の町割りの原則から考察する。
(2)近代初頭における町名と町域の再編
近世堺の町割りは前述した通りである。近代初頭には数町を組み合わせた組町 (1868(明治
元）年），単一区制の採用 (1872(明治5)年），大区小区制への転換 (1874(明治7)年）およ
びその区画改正 (1876(明治9)年）が行われるなど行政区画は様々に変化した。また 1872(明
治5)年4月の町名改正では大道に面した町の町名のみを残し，その他の旧来の町名の大半は廃
止された。
しかし大道に面した町の町名をもとに， 3間幅以上の南北道路を軸にして，それ以東，以西を
～町東一丁（目），～町西一丁（目）となっているので(31), 堺市中を区分する行政区画は様々に
変化したものの，それを構成する個々の町は，近代においても基本的には近世の町割りの原則を
踏襲していた。
また近世には町名に大きな変化はなく，元禄期の自治組織としての町の町域と町名改正後の町
域とを比較すると (32), 元禄期に存在した 174町(33)の多くは，近代にもその町域が維持された
か，数町を合併して 1町になっている。それに比べて，分断された町は43町（約25%) にすぎ
ない。しかし，この 43町の大半は基本的な町割りの原則にそぐわない形で町が形成されている
ものである。つまり裏筋に面して町が形成されているもの，―町の範囲が比較的広い海沿いの
町，東西道路に面する横町などである。すなわち，全体的には町名改正に際しても基本的には近
世の町のユニットを踏襲しつつ，町名，町域の再編が行われたといえる。
このように，近代初頭の段階においても，原則的には近世の町割りを踏襲しているので，軒庇
の伐縮の対象となる道路は 3間幅以上の南北道路が中心で，東西道路における軒庇の伐縮の必要
性が少ないことになるはずである。しかし東西道路のほぼ全路線において軒庇の伐縮が命じられ
ており，実際には近代初頭においては町割りの原則に反して東西道路に面する家屋が多数存在し
たことになるが，次にこれを東西道路に面する敷地数から考察する。
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(3)東西道路に面する敷地
堺市中全域の敷地割りが判明する資料としては， 1936年発行の『大阪府堺市土地宝典 地番
地積地目賃貸価格等級入図』（以下『堺市土地宝典』とする） (34)がある。しかし，軒庇の伐縮が
行われた 1870年代から 60年ほど経過しており，大道などに軌道が敷設されていることなど，そ
の間の都市化の進展とそれによる地筆の変化などを考慮すると，『堺市土地宝典』から得られた
結果を，軒庇の伐縮が行われた 1870年代の現況に直接当てはめることはできず，資料として適
切とはいえない。ただし，堺の旧市街地部分の明治期の地籍図の残存数が少ないという資料的制
約もあるため (35), 本稿では『堺市土地宝典』を用いることにする。
ただし，土地宝典は公図と土地台帳を合体させ，一筆毎に地番，地積，地目などを記載した編
集図であるので(36), 土地の上部構造，つまり家屋の建築形態までは明らかにならない。このた
め角地において東西道路，南北道路のいずれを指向して家屋が建てられていたのかは明らかにな
らないことや，必ずしも 1筆に 1軒の家屋が建っていたとは限らず，実際に何軒の家屋が建って
表 2 軒庇の伐縮を命じた東西道路における敷地数
路線 No. 軒庇伐縮命令場所 東西道路に 角地を除いた ％ 面する敷地数 敷地数
3, 5 市之町，甲斐町間 164 81 49.4% 
4, 21 櫛屋町，戎之町間 103 46 44.7% 
7, 18, 38 宿院町，大町間 68 13 19.1 % 
11 大小路 127 47 37.0% 
13 南旅籠町，新在家町間 122 44 36.1% 
14, 26 少林寺町，新在家町間 145 69 47.6% 
15 少林寺町，寺地町間 127 54 42.5% 
16, 29 寺地町，中之町間 114 40 35.1% 
17 中之町，宿院町間 93 29 31.2% 
19 大町，甲斐町間 120 46 38.3% 
20 熊野町，戎之町間 121 59 48.8% 
22 宿屋町，神明町間（大道以東） 42 15 35.7% 
23 神明町，九間町間 56 15 26.8% 
24 北旅籠町，北半町間（山ノロ筋～堀川） 48 27 56.3% 
25 南半町，南旅篭町間（大道以東および中浜筋以西） 79 31 39.2% 
27 櫛屋町，車ノ町間 73 25 34.2% 
30 九間町，柳之町間 67 19 28.4% 
31 材木町，宿屋町間 79 33 41.8% 
32 柳之町，錦之町間 65 19 29.2% 
33 綾之町，錦之町間 57 16 28.1% 
34 櫻之町，綾之町間 61 17 27.9% 
35 櫻之町，北旅篭町間 53 11 20.8% 
39 車之町，材木町間 83 39 47.0% 
注）路線 No. は表 1, 図3に対応する。
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いたのかも明らかにはならないことなどが問題点としてあげられる。
そこで東西道路に面する敷地のうち角地以外の敷地，つまり東西道路のみにしか間口を向ける
ことができない敷地割りを抽出し，東西道路において軒庇の伐縮を行う必要があったことを考察
することにする（表2)。
まず，割合では北旅籠町，北半町間（山口筋～堀川） (No. 24)が最も高くなっているが，北
半町の町割りは，大半の敷地が東西道路にしか面することができない形態であるため例外的な場
所である。
それ以外では，市之町，甲斐町間 (No.3, 5), 熊野町，戎之町間 (No.20), 少林寺町，新在
家町間 (No.14, 26), 車之町，材木町間 (No.39)では，約半数ほどの敷地が東西道路にしか間
口を開くことができないものになっている。その他においても東西道路のみにしか面することが
できない敷地割りが30%前後存在する路線が多い。
これに角地において東西道路に面して間口を開く家屋があったことも考慮すると， 1930年代
頃には，東西道路に面して多くの家屋が間口を開き，軒を連ねていたことが考えられる。
また，近世に建てられた町家で現存する錦之町東一丁の山口家住宅の場合，『堺大絵図』にお
いては，該当する敷地には，山口筋に面して「表拾間」，東西道路に沿って「入拾九間」と記載
されており，元禄期には南北道路に面して東向きに間口を開く家屋が建っていたと考えられる。
しかし安永4(1775)年に改築され，間口が東西道路に面するようになったとされている (37)0 
また東西道路は元禄期には主要な性格はなかったが，前述した主要道路の基準と考えられる 3
間幅を満たしているため，町割り当初は主要な性格を与える意図があった可能性はある。つまり
町の境界線になる場合が多いが，海岸部と周辺部を結んでいるほか，大道などの主要南北道路に
も接続するため，その重要性が徐々に増してきたことが考えられる。
以上のことから，近代初頭の段階には，東西道路に面して多数の家屋が軒を連ねていたことが
考えられるが，今後も詳細な調査が必要である。
4. 軒庇の伐縮の進捗状況と町との関わり
(1)工事日数
次に軒庇の伐縮を行う際，布達において指定されている工事日数に対して，実際にどれほどの
工事日数が費やされていたのかについて，堺市立中央図書館所蔵の「和泉国大鳥郡第一大区四小
区関係文書」を用いて考察する。
この文書群は，その多くが第一大区四小区一番組の役場文書と考えられているもので，その中
に軒庇伐縮普請のための足場設置届（①～④）や，作業期間中の牛馬車の通行差止め願（⑤~
⑦)などが含まれている (38)。
なお， 1874(明治7)年制定の大区小区制によって，堺市中は和泉国第一大区となり，その下
に四小区が置かれ，ー小区毎が2つの番組に分けられた。第一大区四小区一番組に該当する町は
市之町，同東一～六丁，甲斐町，同東一～四丁，大町，同東一～四丁，宿院町，同東一～三丁，
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中之町，同東一～三丁の計25町である (39)0 
この「一番組」などの「組」は，小区と町村の間に設けられた，小区内の数町村を合わせたも
ので，組合町（村）と称され，組合町（村）ごとに戸長，各町村に副戸長が置かれ(40), また組
合町（村）は連合(41)とも称された。
まず，①～④は「御届書」として，いずれも大町東二丁の住人から軒庇伐縮普請に際して， 11
月4日から「廿八日迄日数廿五日」の間，足場を設置することを届け出ている内容となってい
る。
①御届書
第一大区四小区壱番組
大町東弐丁
吉田卯平
一私所持屋敷軒庇伐縮普請仕候二付而ハ本日方廿八日迄日数廿五日之間足場仕度尤道路差支に
仕間敷候間此段御聞済之程奉願上候以上
右
卯平（印）
明治九年十一月四日
②届書
第一大区四小区壱番組
大町東弐丁
吉本久平
―私所持屋敷軒庇伐縮普請仕候二付而ハ本日方廿八日迄日数廿五日之間足場仕度尤道路差窒に
仕間敷候間此段御聞済之程奉願上候以上
右
明治九年十一月四日 久平（印）
戸長
③御届書
第一大区四小区壱番組
大町東弐丁
北田駒吉
―私所持屋敷軒庇伐縮普請仕候二付而ハ本日方廿八日迄日数廿五日之間足場仕度尤道路差支に
仕間敷候間此段御聞済之程奉願上候以上
右
明治九年十一月四日 駒吉（印）
堺県令税所篤殿
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④御届書
第一大区四小区壱番組
大町東弐丁
荒井弥七
一私所持屋敷軒庇伐縮普請仕候二付而ハ本日力廿八日迄日数廿五日之間足場仕度尤道路差窒に
仕間敷候間此段御聞済之程奉願上候以上
右
明治九年十一月四日 弥七（印）
堺県令税所篤殿
大町東二丁における軒庇の伐縮は表 1および図 3からわかるように，「宿院町，大町の間宿院
より以東，旧寺町に出る迄」 (No.18) と「大町，甲斐町の間，東西一円」 (No.19) として，い
ずれも 1876(明治9)年 9月 12日に命じられているが，布達においては「相当日日割ヲ定メ期
日迄急度落成候旨各連合ヨリ受書為差出明後十四日迄二取纏メ可差出事」 (42)とされ，特に工事日
程や日数の指定はなく，それぞれの「連合」で決定されたと考えられる。しかし結果的には大町
東二丁では， 11月4日から 1ヶ月弱程度の予定で工事に着手されており，軒庇の伐縮が命じら
れてから工事着手までに約 2ヶ月を要したことなる（表3)。
表3 軒庇伐縮の工事日数
軒庇伐縮場所 資料 内容 該当路線 布達日日（着） 完了（日指数定）日
No. 工指定
大町東二丁 ①，②， 足場 18 or 19 9. 12 (-) ③，④ 設置
甲斐町東一丁 ⑤ 車両 19 9. 12 (-) 通行止
目口筋（市之町東五 ⑥ 車両 3 4. 1 (4. 4) 5. 23 (50) 丁，甲斐町東四丁） 通行止
目口筋（市之町東一 ⑦ 車両 3 4.1 (4.4) 5. 23 (50) 丁，甲斐町東一丁） 通行止
注 1)年代はいずれも 1876(明治9)年。
注2)完了指定日は軒庇伐縮だけでなく，溝の付替えまで完了させる日。
注3)該当路線No. は表 1, 図3を参照。
注4)資料番号は本文中の番号と一致する。
注5)ー は不明もしくは日数等の指定がないもの。
着工日予（軒定庇日伐） 
縮完了 軒業庇日伐程縮（後内の容作） 
1. 4 (11.28) 
10. 16~10. 18 
（古材古土取卸）
11. 12~11. 21 
（溝付替え）
7.6~ 
（溝付替え）
次の⑤～⑦はいずれも車両通行止めを願い出ているものであるが，その理由としては，軒庇伐
縮後の「古材古土等取卸シ」（⑤)と溝の付け替え工事（⑥，⑦）である。
⑤牛馬車止メ御願
第一大区四小区
甲斐町東壱町
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泉谷政吉
私宅横町九間
之間軒庇伐縮仕候所古材古土等取卸シ候二付道路狭陰二候間本日か来ル十八日迄三日之間車止
メ之義御聞済被為成下度奉願上候以上
明治九年十月十六日 右
政吉（印）
右町戸長
倭田平七（印）
堺県令税所篤殿
⑥車止メ御願
一目口筋市之町東五町甲斐町東四町之間隣家申合セ旧溝浚立仕別段新溝相設度候間十二日力来
ル廿一日迄日数十日之間牛馬車止メ之義御聞済被為成下度此段奉願上候以上
第壱大区四小区
明治九年十一月十一日 市之町東五町
隣家惣代高取庄次郎（印）
戸長 倭田平七（印）
堺県令税所篤殿
⑦牛馬車止メ御願
当区市之町東壱町甲斐町東壱町取合字目口筋雨除溝付換着手仕度候間本日方牛馬車止メ之義御
許可被下度落成次第早速御届ケ可仕候間此段御聞済之程奉願上候
第壱大区四小区
倭田平七（印）
堺県税所篤殿
「願之趣聞届候事但溝付換之義者一同申合一様二方成候様二方成候様着手可致事 明治九年七
月六日」（朱書）
まず，⑤は甲斐町東一丁の泉谷政吉が，自宅の軒庇の伐縮を行った後に「古材古土等取卸」す
ことによって道路が狭陸になるため， 10月 16日から 18日までの 3日間の車両通行止めを願い
出ているものである。
泉谷政吉の家屋の具体的な場所は資料を欠くため不明であるが，「私宅横町九間」という記述
から，東西道路である「目口筋大道より以東一円」 (No.3)か「大町，甲斐町の間，東西一円」
(No. 19)かのどちらかに面していたことが考えられる。
ただし，後述の⑦の「牛馬車止メ御願」からわかるように， 1876(明治9)年 7月6日には目
口筋の市之町東一丁と甲斐町東一丁の間の東西道路の溝の付け替えが願い出されており，溝の付
け替えは軒庇伐縮後に着手することになっていたため， 7月6日段階には軒庇の伐縮は終えてい
たことになる。したがって 9月 12日に「大町，甲斐町の間，東西一円」に軒庇の伐縮が命じら
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れたことを受けて，泉谷政吉が自宅の軒庇の伐縮を行ったことになる。
そして 10月16日には「軒庇伐縮仕候所古材古土等取卸」すために車両の通行止めを願い出て
いるわけだが，前述の①～④の「御届書」の足場設置日数からみて，軒庇の伐縮は 1ヶ月弱程の
期間を要したと考えられるので，工事に着手したのは 9月中～下旬と考えられる。つまり，布達
が出されてから約 1ヶ月後には，溝の付け替えまでは行っていなかったにしても，軒庇の伐縮は
完了していたことになる。 9月12日の布達では工事日数の指定はなかったが，他の布達におい
て堺県が指定している工事日数からみて，この場合は布達を比較的遵守したものと考えられる。
次に⑥は 11月11日に市之町東五丁から，「目口筋市之町東五町甲斐町東四町之間隣家申合セ
旧溝浚立仕別段新溝相設」けるために「十二日より来ル廿一日迄日数十日之間牛馬車止メ」るこ
とを願い出ているものである。ただし，市之町東五丁と甲斐町東四丁の間の東西道路は4月1日
に「目口筋大道より以東一円」 (No.3) として軒庇の伐縮が命じられ， 4月4日から 50日間で
軒庇の伐縮と溝の付け替えを完了させることになっていたわけだが， 7ヶ月後の 11月の段階
に，溝の付け替えのために車両の通行止めを願い出ており，堺県が命じた日程で工事は進んでい
なかったことがわかる。
また⑦も「市之町東壱町甲斐町東壱町取合字目口筋雨除溝付換着手」するために，牛馬車の通
行止めを願い出ているものである。この場合も工事指定日程は⑥と同じで，布達が出されてから
約3ヶ月後に軒庇の伐縮を終えたことになり，⑥よりも早く進められているが，布達が遵守され
たわけではない。
また 1877(明治 10)年3月 13日には，「市中軒庇伐縮メ山ノロ筋着手以来本年二月三十日迄
二落成ノ町々現在伐縮ノ間数―町毎二詳記シ可差出事」 (43)として，各町に工事の詳細を報告させ
る布達が出されている。この段階で軒庇の伐縮がどれほど進んでいたのかは不明だが，堺県が 1
-2ヶ月程で軒庇の伐縮と溝の付け替えを完了させるように命じていたにもかかわらず，約 1年
後に工事の詳細の報告を義務付けていることから，軒庇の伐縮と溝の付け替え工事はわずか3年
ほどの事業であったが，実際には堺県が指定した日程で完了したものは少なかったと考えられ，
堺県が予想した以上に困難な事業であったことがいえる。
また，第一大区四小区一番組に属する 25町において，当時どれほどの家屋があったかは資料
を欠くため不明だが， 1799(寛政 11)年 10月改正の『両郷石銀家数寄帳』 (44)によると，第一大
区四小区一番組の範囲にあたる 33町の家数の合計は 1,109軒であった。その後 1870年代までの
約80年間の変動は不明だが，全体としては近世においては戸数，人口ともに漸次減少傾向にあ
ったのに対し，近代以降は漸進的に増加したことから (45), 近代初頭の段階においては相当数の
家屋があったことが推測できる。このため，実際に軒庇の伐縮の工事が完了するまでには相当の
日数を要したと考えられる。
(2)工事着手の基礎単位としての町
前述の近代初頭における行政区画の変遷は行政組織にも影響し， 1868(明治元）年に総年寄な
どの町役人が廃止され，宿老・乙名・組頭が置かれたが， 1870(明治3)年に廃止され，再び総
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年寄・年寄などが置かれ旧制度に復したが，大区小区制によって廃止され，区長・戸長などが設
置された(46)0 
つまり，近世の町割りパターンが近代以降も維持されたとはいえ，このような行政区画・組織
の著しい変化の中で個々の町が自治組織の単位としてどれほどの役割や機能を担っていたかは明
らかではない。ただし，組頭や年寄が基本的には 1町に 1人置かれていたことから，町の在り方
としては近世から近代初頭にかけてあまり変化はなかったと考えられる。ここでは軒庇の伐縮の
展開における町の在り方について考察する。
前述したように，「字山ノロ通南北一円」などに対して軒庇の伐縮を命じた布達で「弊害不生
様各町々申合」ことになっていたことや，各町に工事の詳細を報告させる布達が出ていたことな
どから，軒庇の伐縮の工事に着手する際は各町を基礎的単位として進められていたと考えられ
る。
また工事日数の決定が大区小区制に基づく連合に委ねられていたという側面もあったが，前述
した大町東二丁において「御届書」が同じ日付で出されていることからみて，少なくとも第一大
区四小区一番組においては，実際に軒庇の伐縮を行う際には，同町内の家屋を数軒分ずつまとめ
て進めていく方針をとっていたと考えられる。
大町東二丁の場合は，近世には大町東一丁の部分も含めて川端町であり，近世の町のユニット
を分割してできた町である。そのため，近世からの町のユニットの連続性という点からみて，自
治組織としてどれほど機能していたのかという問題はある。
ただし，前述のように堺市中全体でみると町名改正に際しても，基本的には近世の町のユニッ
トを踏襲しつつ，町名，町域の再編が行われたので，大区小区制という政府によって人為的に作
られた行政区域単位で軒庇の伐縮の工事日数の取り決めなどを行いながらも，各区域内において
実際にそれに着工する際には，近世における町のユニットを基礎的単位として行ったことが考え
られる。
5. おわりに
本稿では先行研究では明らかにされてこなかった近世堺における道路と家屋の位置関係の原則
および軒庇の突出による街路の狭陰化，近代初頭における軒庇の伐縮の実態を提示することがで
きた。
また軒庇の伐縮の展開において，「板庇取払ノ件」は法的根拠として重要な意味を持っていた
が，本来の道幅を確保するという点では，強制力に欠けるものであった。しかし軒下の取り込み
という慣習に対して，部分的にでもそれを否定して道幅を確保し得たという点では全国的にも希
少な事例である。
そして軒庇の伐縮が都市軸ともいえる 3間幅以上の南北道路において行われている点では，都
市構造上の主軸，副軸の原則に合致していたが，その原則に反して副軸となる東西道路において
もほぼ全ての路線に軒庇の伐縮が命じられていた。これを昭和初期段階における東西道路に面す
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る敷地割り，そして東西道路を指向する建築形態が近世中頃に定着もしくはその兆候がみられた
可能性などから考察した。その結果，軒庇の伐縮が行われた 1870年代には，近世堺の町割りの
原則に反して東西道路に面する家屋が多数存在したことが推測できる。
そして軒庇の伐縮の工事は 3年ほどの事業であったが，布達の日から着工までに 2ヶ月ほどの
期間を要した場所もあるなど，堺県の想定よりも大幅に遅れていたことが明らかになった。
また堺市中全体でみると近世の町のユニットが近代にも継承されたものが比較的多く，軒庇の
伐縮は近世における町のユニットを基礎的単位として行ったことがいえる。
今後の課題としては，軒庇の伐縮の展開を町の機能や役割との関連から明らかにすることや，
住民が軒庇の伐縮に応じた理由を明らかにすることがあげられる。また，軒庇の伐縮が都市の近
代化を促進させるための一環として行われ，その背景には交通，防災，衛生などの要素が複合的
に絡み合っていたことを明確にする必要がある。これらの点については今後に期したい。
〔付記〕
本稿の内容は 2003年 11月の人文地理学会大会（於：関西大学）および2006年3月の第 12回堺歴史史
料研究会（於：堺市立中央図書館）において発表した。本稿作成にあたっては，関西大学文学部の高橋誠
ー教授をはじめ，地理学教室の先生方，院生諸氏には様々なご教示をいただいた。さらに大阪市立大学生
活科学部の谷直樹教授，堺市博物館学芸員の吉田豊氏，堺市教育委員会社会教育課文化財保護係の小林初
恵氏，茨木市史編さん室の重岡伸泰氏には貴重なご教示をいただいた。堺歴史史料研究会のメンバーの
方々からも貴重なご教示をいただいた。また資料閲覧に際しては堺市立中央図書館郷土資料担当の方々に
お世話になった。この場を借りて深く御礼申し上げたい。
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